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戦略企画グループ
１　大阪スマートシティ戦略会議の運営
　　　ICTをはじめとする先端技術活用し、住民の生活の質（QOL）の向上や都市課題の解決につなげていく「大阪モデル」のスマートシティの実現に向け、大阪市とともに、その方向性等を議論する大阪スマートシティ戦略会議を開催した。
　　
	開催日
	議題

	第11回
	令和６年１月19日
	大阪スマートシティ戦略における府・市の取組等について


２　大阪府スマートシティ推進本部会議の運営
「大阪スマートシティ戦略」を推進するため、スマートシティ戦略部を司令塔とする強力な全庁的推進組織「大阪府スマートシティ推進本部」の活動として、大阪府スマートシティ推進本部会議を開催した。

	開催日
	議題

	第１回
	令和５年10月31日
	生成AIの庁内利活用に関するトライアルの実施について




３　大阪DXイニシアティブの取組
大阪府や市町村において、住民サービスの向上と行政の業務効率化実現に向けたデジタル改革の取組をより一層加速させていくための「大阪DXイニシアティブ」の取組を推進した。
システム最適化に向けた庁内の予算措置や契約等の制度化、府庁DX推進のための研修及び人員体制の在り方、紙対応や手入力で対応している事務の全庁的な改善のため「制度調整タスクフォース」を設置した。さらに、システム最適化の対象となり得るシステムのうち、相当程度の課題を有するシステムの更新に向けて対策するために「システム種別タスクフォース」を設置し、それぞれのタスクフォースにおいて、各関係部局、システム所管課と検討を行った。

４　公民共同スマートシティ推進事業
大阪スマートシティ戦略を進めるにあたって、各分野の国内外の先進事例の詳細等の調査事業を実施した。
　　＜令和５年度調査項目＞
　　　・購買行動データ利活用に係る調査検討業務
　　　・万博をインパクトにした次世代スマートヘルス分野のスタートアップの成長加速に向けた調査業務

　　　・大阪府民向けWell-Being指標アンケート調査
　　　・デジタルを活用した地域間連携の推進に関する意識調査

令和５年度決算額：8,268,442円
企画推進グループ
１　大阪府市町村データ活用プラットフォーム
　　　大阪府及び府内市町村が保有するデータを蓄積・活用する基盤である「大阪府市町村データ活用プラットフォーム」（OSA43）を通じて「赤ちゃんの駅マップ」、「保育施設等情報マップ」、「大阪府バリアフリートイレマップ」、「寝屋川流域水辺空間マップ」、「OSAKAパークマップ」の各種デジタルマップを運用した。サーバー契約の終了を鑑み、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）へのデータ移行を行い、令和６年３月31日にOSA43を終了。デジタルマップはGoogleマイマップで実装することとした。
・データ活用プラットフォームの構築及び運用保守業務委託
　　令和５年度決算額：8,175,816円
　　　・Google Maps Platformの利用に係る役務提供
　　　　　令和５年度決算額：39,600円
２　オープンデータに関する取組の推進
　　　健康、教育、防災、防犯など住民の暮らしに関わるデータや、交通、観光、環境など地域のデータなどを活用し、新しいサービスの創出や地域の課題解決の取組みを進めていくため、オープンデータカタログサイトの運用及び大阪広域データ連携基盤（ORDEN）との連携を行った。また、データの視覚化を図り、「見やすく、わかりやすく、使いやすく」住民へ情報提供するため、ダッシュボードを構築し、令和６年１月19日に公開した。
３　【新規】購買行動データ利活用に係る調査
府内の商品・サービス提供事業者による購買行動データの還元がされていないという課題解決の取組を進めるため、デジタル通貨を活用して購買行動データを還元し、生活者ニーズに合った商品・サービスを提供するという循環モデルの構築に向け「大阪府デジタル通貨実証調査」を実施した。
４　スマートヘルスに関する取組の推進
　　　「いのち輝く未来社会のデザイン」がテーマの2025年大阪・関西万博までに、超高齢社会のスマートシティモデルで世界のトップランナー「大阪スマートヘルスシティ」となることをめざし、府民の健康づくり等に資する次世代スマートヘルス分野のスタートアップへの支援や、必要な規制改革提案等に取り組んだ。
・次世代スマートヘルス分野のスタートアップにおける支援環境づくりに取り組む「次世代スマートヘルス・ラウンドテーブル大阪」の運営等を行った。
・このほか、当該分野のスタートアップの支援を有効かつ効果的に実施するための方策について、調査・検討を行った。
戦略事業推進グループ
１　大阪広域データ連携基盤（ORDEN）

公民の様々なデータの利活用を促進し、府民のQOL向上や、大阪の都市競争力の強化につなげていく、スーパーシティ・スマートシティの実現に不可欠な社会インフラとして「大阪広域データ連携基盤（ORDEN※）」の運用に取り組んだ。
※ ORDENとは・・・Osaka Regional Data Exchange Networkの頭文字。

（1） 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	大阪広域データ連携基盤（ORDEN）事業推進業務
	ORDEN事業推進に関するNTT西日本グループ共同企業体
	令和５年４月～令和６年３月
	281,735,700円(税込)


２【新規】mydoor OSAKA(マイド・ア・おおさか)の構築・運営

大阪府及び府内市町村における行政サービスのデジタル化を推進するため、住民のQOL向上に資する広域総合ポータルとして、「mydoor OSAKA(マイド・ア・おおさか)」の構築・運営に取り組んだ。
（１）「mydoor OSAKA(マイド・ア・おおさか)」の主な機能

①個人に最適な情報発信：利用者の属性に合わせた最適な情報を適時にプッシュ通知
②行政サービスのワンストップ化：様々な行政手続きを役所に行かずオンラインで完結
③繋がるサービス：多様なデジタルサービスを一つの窓口からログイン
（２）契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	マイド・ア・おおさか
構築・運営業務
	ORDEN事業推進に関するNTT西日本グループ共同企業体
	令和５年11月～令和６年３月
	268,660,000円(税込)


３　AIオンデマンド交通の導入促進
　　　ラストワンマイル問題等の移動課題に対し、有効な交通手段となるAIオンデマンド交通の普及促進に向け、市町村と交通事業者が協力して行うAIオンデマンド交通の導入に向けた取組を促進した。
（１）大阪府AIオンデマンド交通モデル事業費補助金
　　　　地域公共交通の課題解決に有効な交通手段の先行モデル構築及び普及促進のうち、交通事業者と市町村が協力して行うAIオンデマンド交通の導入に向けた実証実験に要する経費の一部に対する補助を実施。　※補助率２分の１を上限
・令和５年度採択事業
	申請者名
	事業名
	補助額

	①梅田タクシー株式会社
	東大阪市AIオンデマンド交通実証事業
	8,000千円

	②南海電気鉄道株式会社
	堺市泉北ニュータウン地域 移動支援サービスとしてのオンデマンドバス実証事業
	9,441千円

	③阪急バス株式会社
	豊能町西地区へのAIオンデマンド交通導入に向けた実証
	9,149千円


（２）令和５年度　OSPF「AIオンデマンド交通導入に関するワーキンググループ」
　　　　府内市町村の機運醸成と市町村担当者間のコミュニケーションを主目的とするAIオンデマンド交通導入に関するワーキンググループを実施。
　　　　
　　　　・令和５年度開催実績
	実施日
	内容
	参加者

	令和６年３月８日
	○補助金採択事業者からの取組紹介
	25市町村
８企業

合計87名


４　関西MaaSの推進
国、交通事業者、関係機関とともに、万博に向けて関西圏広域でのMaaS実現に向けた検討を実施した。
※MaaS（Mobility as a Service）とは、スマホアプリ等を使って、利用者の多様なニーズに合わせ、事業者の垣根なく、最適な交通手段、経路、魅力情報等が検索、予約、決済できる一元的なサービス。

　
（１）関西MaaS連絡推進会議
　　2025年に大阪・関西万博を控え、関西地方におけるMaaSの取組に関して、交通・観光分野をはじめとする幅広い業種間での連携を促進し、取組を共同で実施していく目的で国土交通省近畿運輸局が設置した会議体であり、国、地方公共団体、経済団体、観光・万博関係団体、交通関係団体等で構成される。令和３年12月に発足し、令和５年度に２回開催。

・令和５年度開催実績
	実施日
	内容
	参加者（構成メンバー）

	令和５年９月14日
	○KANSAI MaaSアプリのリリース
○関西MaaSの取組状況の共有
○万博におけるMaaSとの連携
	関西MaaS協議会（関西鉄道大手７社）、交通関係団体、経済団体、観光・万博関係団体（関西観光本部、大阪観光局、2025年日本国際博覧会協会）、近畿総合通信局、近畿経済産業局、近畿地方整備局、近畿運輸局、関西広域連合、大阪府、大阪市


	令和６年３月14日
	○協議会の改組

○MaaS等への取組状況
	


（２）庁内MaaS関係者会議
利用者の視点にたった使いやすいMaaSの実現に向け、万博開催を見据え、関係部局が連携しMaaSの検討を行うとともに、関係者部局間の情報共有や連絡調整を行うため「庁内MaaS関係者会議」を設置し、令和５年度はメンバー間による情報共有を随時実施。
事業推進グループ

１　公民共同エコシステムによる地域課題解決の促進

大阪府、府内43市町村、企業、大学、シビックテックなどが、“大阪モデル”のスマートシティの実現のために「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」を令和２年８月に設立し、「スマートヘルスシティ」「高齢者にやさしいまちづくり」「子育てしやすいまちづくり」「移動がスムーズなまちづくり」「インバウンド・観光の再生」「大阪ものづくり2.0」「安全・安心なまちづくり」「データ利活用」の計８分野において、市町村課題の見える化や課題解決のためのプロジェクト推進をはじめ、イベント開催や幅広い情報発信等に取り組んだ。

・令和５年度（４月～３月）イベント・ワーキング開催実績  10回開催、2,321名（延べ）参加

・令和５年６月よりは第４期プロジェクトとして、新たに８社のコーディネーター企業が加わり、実証・実装に向けた取組を進めた。

２　デジタルデバイド解消

デジタル化の推進に伴う情報格差の解消に向けて、市町村において高齢者等がスマートフォンの活用を学べる講習会を開催しやすいよう、通信キャリアに働きかけ、無償での講師派遣を実施した。また、高齢者等が身近な場所で身近な人からデジタル活用について学べる講習会等を推進する国のデジタル活用支援推進事業について、市町村や関係部局へ周知するとともに、民間事業者が実施する視覚障がい者向けスマホ教室の開催支援を行った。
シニアライフ推進グループ
１　スマートシニアライフ事業
府内シニア層を中心として、高齢者の生活を支援するサービスプラットフォームを公民連携で構築し、タブレット等のデジタル端末を活用することにより、行政と民間の様々なサービスをワンストップで提供する事業の推進に取り組んでいる。

（1）大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会の設立及び運営
・令和３年12月15日に府と民間事業者からなる「大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会」（以下、「協議会」という。）を設立。
・令和５年度はLINE運営検討会を４回開催し、利用者拡大に係る検討を行った。

（2）スマートシニアライフ実証事業の内容
・スマートシニアライフ実証事業（以下、「実証事業」という。）に参加する住民を対象に実証事業及び端末の操作等の説明会を開催したうえ、タブレットを無償で最大６か月貸出。貸出期間中も安心して利用できるよう、電話やメールによる相談窓口（ヘルプデスク）を設置し、体制を整備、また操作方法等の成熟度を高めることを目的としたフォローアップ説明会を実施した。

（第２期）
実施時期　令和４年12月５日から令和５年５月31日
対象　　　大阪市生野区、東住吉区及び住吉区内の50歳以上の住民等、約840名
説明会　　実証事業及び端末の操作等の説明　４回
フォローアップ　　　　　　　　　18回
（第３期）
実施時期　令和５年９月５日から令和６年２月29日
対象　　　大阪市阿倍野区、泉大津市の50歳以上の住民等、約800名
説明会　　実証事業及び端末の操作等の説明　４回
フォローアップ　　　　　　　　　７回

　 （3）スマートシニアライフ事業LINE公式アカウント広報等に関する業務
　　　・LINE公式アカウント「おおさか楽なび」の利用者を拡大し、サービスの利用促進、利用者満足度の向上を図ることで広く府民のQOLの向上をめざすことを目的として、広報等業務を実施した。

　　(4) コミュニケーション支援サービス運用保守業務

・スマートシニアライフ実証事業の独自性創造や魅力向上を図るため、独自コンテンツであるAIコミュケーションサービス『大ちゃんと話す』に生成AI機能を追加した。
市町村DXグループ

１　大阪市町村スマートシティ推進連絡会議（GovTech大阪）

大阪府内の市町村及び大阪府の情報政策担当部署及びスマートシティ関係部署から構成し、ICT活用等のスマートシティ化の取組を円滑に進め、府域全体での「住民の生活の質（QOL）」の向上を目的としている。

 ○　令和５年度の主な活動

①　情報セキュリティ技術セミナーの開催

・情報セキュリティ技術セミナー
日　時：　令和５年８月22日
場　所：　大阪府咲洲庁舎44階

参　加：　22団体28名
近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催し、情報セキュリティ担当者を対象に最近の情報セキュリティ対策の講演や、実際のインシデント事案を想定したワークショップを行った。
②　市町村間での意見交換、情報共有

・大阪市町村スマートシティ推進連絡会議メールマガジンの発行
府内市町村に向けた大阪府及びGovTech大阪の取組や国からの照会・通知の状況等を情報発信した（発行数：12回（毎月１回））。

・メーリングリストの運営
情報政策全般


件数：１件
・研修会や検討会、技術相談会の開催
府内市町村に向けた研修会や検討会、技術相談会をWeb会議システム等で実施した。

・自治体DX推進に関するアンケート調査
府内市町村のDX推進や情報化に関する課題を洗い出し、課題に対する対応について市町村間の相互の情報共有を行い、自治体DX推進の参考とすることを目的として実施した。
③　LGWAN府域ネットワーク連絡部会の運営

事業者とのLGWAN運用定例会にて運用状況の報告を受けた（12回（毎月１回））。その他、以下の対応を実施。
・第五次LGWANへの移行対応のため、府内市町村向けに３回の連絡会（７月、９月、２月）を開催し、第五次LGWANへの移行方針やスケジュール等について、説明を行った。

④　大阪府域全体での行政DX推進（システム等の共同調達）
行政DXの推進を通じた住民QOLの向上や事務効率化と財政負担の緩和の両立をめざし、令和３年度よりシステムの共同化（共同調達と導入後のノウハウ共有）を実施。

市町村アンケートの結果や国の動向などを勘案し、令和３年度はチャットツール、電子申請システム、令和４年度は文書管理・電子決裁システムを実施、令和５年度は電子契約システム、大阪版デジタルシェアリング事業及びデジタルサービス導入促進事業を実施。
〇　令和３年度

・チャットツール
（参加団体：令和３年度 22市町、令和４年度　31市町、令和５年度　34市町村）
大阪府内市町村の自治体内部における日常業務のコミュニケーションの効率化をはじめ、出張時や災害発生時等のコミュニケーションの円滑化、自治体間のコミュニケーションの活性化、在宅勤務の推進を目的としたもの。
・電子申請システム
（参加団体：令和３年度 11市町、令和４年度　25市町、令和５年度　35市町村）
住民が自宅等で手続きができることによる利便性の向上に加え、非接触による新型コロナウイルス等の感染症の拡大防止だけでなく、住民の生活の質(QOL)の向上にも繋がることを目的としたもの。
〇　令和４年度

・文書管理・電子決裁システム
（参加団体：令和４年度 ３市、令和５年度　６市町）

行政文書をより体系的・効率的に管理するだけでなく、在宅勤務やペーパーレス・はんこレスの推進等、DX推進の基盤として幅広い効果を発揮することを目的としたもの。
　　　　〇　令和５年度
　　　　　・電子契約システム
（参加団体：令和５年度　13市）
契約締結事務を電子化することで契約相手方の利便性の向上や自治体事務効率を図ることを目的としたもの。
　　　　　 ・大阪版デジタル人材シェアリング事業
（参加団体：令和５年度　13市町）
高い専門性を有する外部人材を確保し、各自治体の人的・財政的負担をおさえながら、質の高いDXを広域的に実現することを目的としたもの。
　　　　　
　　　　　 ・デジタルサービス導入促進事業
（参加団体：令和５年度　８市町）

住民サービスに直結する行政の情報発信ができるだけでなく、住民のニーズを把握することも可能となり、住民のQOLを向上することを目的としたもの。なお、参加団体へは、「デジタルサービス導入促進事業費補助金」にて、必要な経費の一部を補助した。
　　　　　

２　総合行政ネットワーク（LGWAN）の運営

総合行政ネットワーク（LGWAN）は、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、各地方公共団体と国の各省庁及び住民との間の情報交換手段確保のための基盤とすることを目的としている。

○　令和５年度の主な活動

・LGWAN運営に対する都道府県の役割に鑑み、府内市町村とLGWAN運営主体（地方公共団体情報システム機構）と連絡・調整などを行い、LGWANの円滑な運営に努めた。

・LGWAN運営主体が運営するネットワークの経費を各都道府県の応分割合により負担した。

経費の内容：　LGWAN運用センター、都道府県ノードの運営費用及び両者間を結ぶバックボーン回線の費用

　　　地方公共団体情報システム機構への負担金

	
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	決算額
	37,245,320円
	36,802,320円
	42,688,760円
	40,704,480円


３　自治体クラウド、システム標準化・共通化

(1) 自治体クラウド

平成27年７月に自治体クラウド検討会を設置し、府内市町村と共に自治体クラウド導入に向けた検討を進めている。
※自治体クラウドとは、クラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤構築にも活用して、地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るものである。
○　令和５年度の主な活動

　①　大阪府版自治体クラウド（豊能町、河南町、千早赤阪村、島本町）の運用支援
４町村による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者と
　　　　の調整、経営財務マネジメント強化事業を活用したシステム標準化の合同研修・相談会
実施の支援を行った。
　②　大阪府版自治体クラウド（阪南市、太子町）の運用支援

　　　２市町による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者との調整、情報収集を目的としたRFIの実施等の支援を行った。
(2) システム標準化・共通化
　住民記録、税や福祉などの市町村の主要な20業務を処理する情報システム（基幹系システム）の標準仕様を、関係府省で作成し、市町村が標準仕様に準拠したシステムを2025年度末までに導入することが義務付けられている。

①　システム標準化新任担当者向け研修

　 日　時：　令和５年５月10日

　 場　所：　オンライン開催

　 参　加：　43団体265名

大阪府職員によるシステム標準化やガバメントクラウドの基礎的な知識に関して、国が提供している資料を用いて、府内市町村の新任担当者向けの研修を実施した。

４　市町村の自治体情報セキュリティ対策の支援

日本年金機構における個人情報流出事案を受け、地方公共団体における情報セキュリティに係る抜本的な対策として、平成27年11月、総務省において「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」が取りまとめられ、「インターネット接続系においては、都道府県と市区町村が協力してインターネット接続口を集約した上で、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じること。」とされた。

これを受けて、平成28年度に大阪版自治体情報セキュリティクラウドの概要設計及び構築を行った。運用期間は平成29年度から令和８年度の10年間で、順次参加を進め、令和元年９月に府及び府内全市町村の参加が完了した。

(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築等業務
	（株）オプテージ
	平成28年９月～令和９年３月
	163,600円


※「（株）ケイ・オプティコム」は平成31年４月１日より「（株）オプテージ」へ改名
※令和元年10月の消費税法の改正に伴い変更契約を行った。

(2) 令和５年度の主な活動

①　大阪版自治体情報セキュリティクラウド勉強会

日　時：　令和５年４月25日（Web配信）

参　加：　32団体
大阪版自治体情報セキュリティクラウドの構成、機能や運用フローについて説明を　行った。
５　大阪府スマートシティ戦略推進補助金
先端技術を活用し、住民が実感できるかたちで生活の質（QOL）の向上をめざすため、住民生活に関わる地域課題を熟知し、住民と直接向き合う府内市町村のスマートシティ関連事業の実施に要する経費の一部に対して補助を行う。（令和２年度新設、令和３年度一部拡充）
〇　補助対象事業：３部門【スマートモデル事業・n対nサービス事業・共同化事業】
　　※以下要件に該当する事業であれば、分野は問わない。
　【スマートモデル事業】
・交付要件：①市町村が事業主体となるもの、②ICT等の先端技術を活用するもの、

③住民のQOLや利便性の向上、あるいは都市機能の強化や都市課題の解決に資する事業、④新規性（府内初など）、先導性（横展開の可能性）を有するもの、⑤「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
・補助率等：２分の１（１団体あたりの上限10,000千円）
　【n対nサービス事業】
　 ・交付要件：①複数市町村が予算を組み、複数企業と連携した取組、②ICT等の先端技術を活用するもの、③住民のQOLや利便性の向上、あるいは庁内改革に資する事業、④「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
・補助率等：住民向け２分の１、庁内改革３分の１（１団体あたりの上限5,000千円）
【共同化事業】
・交付要件：①複数市町村が予算を組み、大阪府スマートシティ戦略部が共同調達を実施した取組、②ICT等の先端技術を活用するもの、③住民のQOLや利便性の向上、あるいは庁内改革に資する事業、④「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
　 　※令和５年度は「大阪版デジタル人材シェアリング事業」が対象。

・補助率等：住民向け２分の１、庁内改革３分の１（１団体あたりの上限5,000千円）

　　〇令和５年度採択事業（スマートモデル事業）

　　　外部専門家３名により構成された審査会により５事業を採択。

	市町村名
	事業名称
	補助額
（千円）
	総事業費
（千円）

	岸和田市
	岸和田市　令和５年度スマートモビリティHUB導入実証
	7,500
	15,000

	河内長野市
	多機能搭載システム（オンライン聴診、バイタル管理、システム連携）を活用した、在宅診療を補完する遠隔診療体制構築事業
	2,997
	5,994

	四條畷市
	なわておもてなしセンターの構築（仮称）
	1,510
	94,514

	泉大津市
	「事故発生リスクAIアセスメント」を活用した通学路の安全確保の検討
	528
	1,056

	泉佐野市
	就労マッチングサイト運営事業
	5,891
	13,420


６　スマートシティ戦略推進アドバイザー
行政サービスの向上と住民が実感できるかたちで生活の質(QOL)の向上をめざすため、ICT系コンサルティング企業(西日本電信電話株式会社)との委託契約によりアドバイザーを確保し、政策立案や予算要求を通じて市町村のICT化・デジタル化を支援する。
(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	市町村DX推進アドバイザー業務
	西日本電信電話株式会社
	令和５年８月～令和６年３月
	9,900,000円(税込)


(2)支援内容
①市町村のDX推進支援

・訪問またはweb会議システムでのヒアリングを実施し、総務省「自治体DX推進計画」の以下重点取組事項に対する現状調査・分析をおこない、市町村の現状に応じた支援を実施。
(1)自治体の情報システムの標準化・共通化

(2)マイナンバーカードの普及促進

(3)行政手続のオンライン化

(4)自治体のAI・RPAの利用促進

(5)テレワークの推進
(6)セキュリティ対策の推進
(7)デジタル人材の育成・確保
・補助金採択事業をはじめ市町村の先進事例の紹介、横展開支援などのアドバイスをおこなう。

②システム共同化支援

・ヒアリングなどを通じて、「電子申請システム」等共同調達グループへの後乗り参加にかかる意向確認や共同調達新規案件の希望調査を実施。

③市町村への予算要求に向けた重点支援、日常業務支援

・「自治体DX推進アンケート」の結果を踏まえたテーマで相談会を実施する。

・DXに関する問い合わせ窓口の設置、見積依頼候補事業者紹介、文書管理システムやその他ツール比較表の作成などを実施。
７　大阪版デジタル人材シェアリング

　　様々な専門分野の外部デジタル人材を、市町村が共同で確保し活用する仕組みによる支援を目的にし、各自治体の人的・財政的負担をおさえながら、質の高いDXを広域的に実現する。市町村ニーズの高い７つ分野に対応できる事業者・人材を大阪府が選定し、市町村と事業者・人材間で契約を締結のうえ業務を実施した。（13市町村、23件）
※支援メニュー、参加団体については以下参照
　

	支援メニュー名
（７項目）
	支援内容
	参加市町村数

	①公務員基礎能力向上・サービスデザイン思考
支援プラン
	・リサーチ力やヒアリング力等の公務員として必要な基礎的能力向上支援。
・自治体DX全体手順書にて示された、サービスデザイン思考についての基礎支援。
・データ利活用に係る好事例共有や、データ整理活用の仕方について基礎支援。
	４

	②自治体システム標準化対応
支援プラン
	・標準化移行に係る情報提供や今後の進め方等の基礎支援。
・関係部署への説明や、ベンダーとの調整・協議等の支援。
・仕様におけるFit&Gap分析等における改善提案等。
	２

	③行政手続きのオンライン化
支援プラン
	・オンライン化推進にあたり、現状整理や他市町村の取組状況や好事例共有等。
・対象業務を絞り、関係部署へのヒアリング等を通して、個別具体の課題に対する助言・改善提案等。
	１

	④セキュリティポリシー改定等
支援プラン
	・セキュリティポリシーの改定支援（総務省のセキュリティポリシーガイドライン解説やFit&Gap分析、策定案への助言等）
・標準実施手順書の作成支援（セキュリティハンドブックの作成支援や、部局への説明等を通して展開支援等）。
	５

	⑤DX推進計画実行等
支援プラン
	・DX推進計画の策定支援（DX推進計画策定骨子の説明や策定した計画案への助言、庁内部署への説明等）。
・DX推進計画の実行支援（実行計画の策定支援や、重点施策プロジェクト化支援等）。
	３

	⑥BPR
支援プラン
	・BPRの進め方支援等の庁内業務棚卸し等に係る基礎的支援。（全庁業務整理の実施手法紹介等）
・対象業務を絞り、関係部署へのヒアリング等を通して助言・改善提案等。
	７

	⑦システム関連費用精査・システム更改助言
支援プラン
	・システム関連費用精査に係るポイント解説や、システム更改時期について助言等。
・具体的なシステム費用精査等に対する助言・改善提案等。
	１


８　携帯電話等エリア整備事業
地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備費用に対して国が補助金を交付する。府内市町村から要望があれば、大阪府携帯電話等エリア整備事業費補助金交付要綱に基づき、都道府県に対しても2/15（世帯数が100以上の場合1/5）を標準的な負担割合として、事業費の一部を負担するよう求められている。
令和５年度は、府内市町村からの要望はなく、補助金の交付は行っていない。
